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歩行者利便増進道路制度の運用に係る留意事項について（通達） 

道路法に規定される歩行者利便増進道路制度の運用については、「道路法等

の一部を改正する法律等の施行に伴う交通警察の対応について（通達）」（令

和２年12月14日付け警察庁丙規発第24号）、「道路法等の一部を改正する法律

等の施行に伴う対応に係る細目的事項について（通達）」（令和８年３月31日

付け警察庁丁規発第67号）に基づき、道路管理者との協議や道路使用許可等に

係る運用を行ってきたところである。 

今般、「規制改革実施計画」（令和８年７月21日閣議決定。別添参照）にお

いて、歩行者利便増進道路制度における利便増進誘導区域の指定に係る協議の

際の審査の円滑化を図ることや、当該制度において道路使用許可が必要となる

場合、その許可に係る期間を合理的な理由なく申請に係る期間より短期間とし

ないことなどが盛り込まれた。 

各都道府県警察においては、規制改革実施計画の内容及び当該制度の趣旨を

踏まえ、下記の点に留意の上、道路管理者と緊密に連携し、引き続きその対応

に遺漏のないようにされたい。 

なお、本通達については、国土交通省道路局と協議済みである。 

記 

１　歩行者利便増進道路制度における道路使用許可の期間について 

歩行者利便増進制度の活用など、地域活性化に資する道路使用許可の申請

がなされた場合は、当該制度の趣旨等を踏まえ、当該行為の形態や交通に与

える影響等を考慮した上で、許可の期間を合理的な理由なく申請の期間より

短期間としないこととし、その旨を各都道府県警察のホームページ等に掲載

するなどの方法により公表すること。 

２　利便増進誘導区域の指定に係る手続の円滑化について 

　今般閣議決定された「規制改革実施計画」において、歩行者利便増進道路

制度に係る道路占用許可について、利便増進誘導区域の変更の協議を円滑化

し、道路管理者において、道路占用許可申請者からの希望等も踏まえて柔軟

に利便増進誘導区域を変更できるようにするための措置を講じることが盛り

込まれた。 

　各都道府県警察においては、同制度に係る道路占用許可及び道路使用許可

の申請手続の円滑化に資するよう、道路管理者と必要な調整を図り、適切に

 対応すること。



【別添】「規制改革実施計画」（令和８年７月21日閣議決定）（抄） 

　Ⅱ　実施事項 

　　２．地方を伸ばし、暮らしを守る 

　　　(1) 地方活性化・人手不足対応 

　　　　５　歩行者利便増進道路制度の活用促進を通じた魅力ある都市空間の形成 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


